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1　はじめに

　食の外部化が進行し、私たちは日ごろの
食生活のかなりの部分を外食に依存してい
る。私たちの食べる野菜もかなりの割合が
飲食店にて調理された形で消費されてい
る。
　外食産業は近年、客単価の停滞ないし微
減を指摘されているが、それでも産業自体
の規模は堅調に推移している。外食産業を
構成する飲食店は、個人経営の零細店から
大手外食チェーンまで多様に展開してお
り、激しく競争している。各店舗ないし
チェーンは多様化している顧客の外食ニー
ズに応えようと、メニュー構成や食材の仕
入れに工夫を凝らしている。その中には、
地域で収穫された地場の野菜・農産物を食
材として活用しようと考えている飲食店も
少なくない。こうした飲食店のニーズに応
えようと多品目の野菜を生産し、飲食店に
個別に届ける直販事業に取り組む野菜生産
者は、都市近郊を中心に一定数存在すると

言われているが、その実態は明らかでない。
また、飲食店のメニューに合わせ多様な品
目を提供することと同時に、それぞれの料
理ジャンルで定番として用いられる野菜は
相当量を安定生産することが求められるた
め、生産者にとっても直販事業を継続する
にはかなりの生産技術とマーケティング能
力が必要とされる。そのため、篤農的生産
者とこだわりを持った飲食店の間で個別取
引が行われることが多く、複数の生産者で
まとまってマーケティング対応する事例は
あまりみられない。
　そこで本稿では、地元の野菜生産者と飲
食店のマッチングを進めるとともに、複数
の野菜生産者と飲食店を取り結ぶ配送シス
テムを構築しようとしている千葉市の「つ
くたべプロジェクト」地場農産物調達事業
を紹介しながら、地場野菜を飲食店にまと
めて届ける流通チャネルを構築することへ
の期待・将来性や、現在抱えている課題を
整理したい。

　調査・報告

千葉大学大学院　園芸学研究科　教授　櫻井　清一

【要約】

都市農業地帯では野菜生産者による地元飲食店への個別直販事業が一定の展開を見せて
いるが、複数の生産者・飲食店がまとまって取り組む事例は少ない。千葉市では行政のコ
ーディネートにより、地域の生産者・流通業者が連携して地場野菜を市内の飲食店に配送
するシステムを構築する実証事業を行った。その成果と問題点を踏まえ、システムの改善
を行っており、生産者・飲食店双方から一定の評価を得ている。

地場野菜を地域の飲食店に届けるシステム
～千葉市「つくたべプロジェクト」による

地場農産物調達事業～
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２　�千葉市の野菜生産と「つくたべプロ
ジェクト」の始動

　千葉市は人口98万人（2017年）の政
令指定都市であるが、現在も1090戸の販
売生産者（農業経営体数は1124）が
1451ヘクタールの農地を耕作している。
農地の６割強は畑で、販売金額１位の部門
が露地野菜である生産者が３割強を占める
など、経営における野菜作の位置付けが相
対的に高い地域である。販路として農協経
由の共販だけでなく、都市部のため付近に
消費者・実需者が多数いることの強みを生
かし、直接販売に取り組む生産者も多い。
飲食店を対象にした個別直接販売を行う生
産者も、正確な数は不明であるが少なくな
い。
　千葉市役所農政課では、市内生産者と飲
食店との取引を促し、地産地消を促進する
ため、2015年度に両者のマッチングを行
う機会を設けた。おおむね生産者・飲食店
双方より好評であったが、実際に継続的な
取引につなげるためには、１回限りでなく
定期的・継続的な支援の取り組みがあって
よいとの意見を生産者・飲食店双方から受
けたという。さらに関係者との協議から、
地場野菜を求める飲食店は潜在的に多数あ
るものの、どの生産者あるいは流通業者を
頼ればいいかわからないうえ、仕入れ業務
には物理的な負担感があることがわかっ
た。また飲食店に個別販売する野菜生産者
は市内に一定数あるものの、配送作業はや
はり負担となっていた。こうした状況が把
握される中で、市内飲食店が千葉市産農産
物をまとめて調達できる受発注システムづ
くりの構想が生まれた。そこで翌2016年
度には、近距離かつ小ロットを前提とした

地場農産物流通システムの構築を目指し実
証実験に取り組むことにした。これが千葉
地域産品販路拡大実験事業「つくたべプロ
ジェクト」である。事業内容を審議し、そ
の成果を検証するための検討委員会も設け
られた。委員会の構成員は、生産者代表、
飲食店代表、農協、商工会議所、観光協会、
銀行、学識経験者である。「つくたべ」と
いうフレーズには、「千葉市でつくって千
葉市で食べる」という地産地消のメッセー
ジが込められている。
　つくたべプロジェクトによる流通モデル
実証事業では、二つの配送パターンを試行
した（表）。一つは「新規参入企業による
専用配送便システムの構築実験」、もう一
つは「既存流通業者の配送システムを活用
した流通システム再編実験」である。５カ
月間に合計32回の受発注が試行された。
事業に協力した生産者は14戸と２団体、
実際に発注をかけた飲食店は10店舗、取
扱のあった野菜などの点数（のべ取引品
目）は合計590品目であった。期間中、発
注に用いる媒体や決済の仕組み、生産者情
報の提示方法なども適宜変更し、その実現
可能性が検証された。実証実験の結果は委
員会にて報告され、関係者で共有するとと
もに、得られた知見や経験を反映しながら
翌2017年度の補助金をともなわない事業
に継承されることが合意された。
　また、つくたべプロジェクトでは、広く
千葉地域（千葉市に加え隣接する市原市も
含む）の農産物を、住民に認知してもらう
ための各種PR活動も実施した。その取り
組みは、現在も形を変えて継承されている。
「地産地消推進店」として、地場農産物の
取り扱いに熱心な飲食店14店舗と市内直
売所５店舗が登録されている。飲食店関係



38野 菜 情 報 2018.5

表　つくたべプロジェクトによる流通モデル実証事業 
パターンⅠ パターンⅡ

配送パターン 新規参入企業による専用配送便
システムの構築

既存流通業者の配送システムを
活用した流通システム再編

実証時期 2016 年 10月～ 12月 2016 年 12月～ 2017 年 3月

発注回数 14回 18回

協力生産者数 10戸 14戸＋市原市より２団体

発注飲食店数 ６店舗 ８店舗

注文方法 クラウド発注システム FAX・メール・電話など

のべ出荷品目 229品目 361 品目

者や消費者を招く産地見学会や取引を
マッチングするための商談会も定期的に
開催されている。さらにSNSを活用して
地場野菜を用いた料理を写真付きで投稿・
紹介してもらうキャンペーンも試行され
た（図１）。

３　飲食店向け農産物調達の概要

　2017年度よりスタートした千葉地域農
産物の調達事業の概要を図２に示した。前
年度の実証実験で試行した既存流通業者の

配送ルートを活用した調達システムがベー
スとなっているが、一定の修正が加えられ
ている。
　まず、登録生産者は、前の週の木曜日
午後６時までに自身が出荷可能な野菜な
どの品目名・規格・数量・希望する価格、
そしておすすめポイントをまとめ、配送
を担当する株式会社ファーム・サポート
社（以下「（株）ファーム・サポート社」
という）にファックスなどで情報提供す
る。（株）ファーム・サポート社では生産
者から収集した情報をすぐ取りまとめ、
登録飲食店宛てに次週の取扱品目情報兼
発注表として提供する。生産者からの情
報を取りまとめる際、（株）ファーム・サ
ポート社では基本的に生産者からの提案
をそのまま集計している。ただし、飲食
店が求めている品目が不足していると判
断した場合は、自社が独自ルートで調達
している地場食材を部分的に付加するこ
ともある。また価格についても、市況や
売れ行きを考慮し微調整することがある
という。飲食店は（株）ファーム・サポー
ト社から送られてきたリストの中から注
文する品目・数量と配送希望日（火曜日

図１　つくたべプロジェクトのロゴマーク

出典：千葉市農政課ホームページ
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または金曜日）を指定し、土曜日の昼ま
でに送信する。（株）ファーム・サポート社
は受注情報を再整理し、土曜日の午後２
時をめどに各生産者に対し発注をかける。
　生産者は発注された品目の必要量を収
穫・調製し、月曜日および木曜日の午後７
時をめどに指定されたピッキングポイント
に配送する。その際、規格は生産者が発注
時に指定したものが基本的に踏襲される。
農協への共販出荷に比べれば、大きさや荷
造りに関する縛りは弱く、バラ出荷も可能
という。また、生産者とピッキングポイン
トの間の輸送には通い容器が用いられてい
る。集荷された農産物は（株）ファーム・
サポート社の施設内で各飲食店向けに小分
けされ、翌火曜日および金曜日の朝に千葉
市内の飲食店に配送される。
　なお、決済は月１回となっており、月末
に生産者側から請求された額から（株）
ファーム・サポート社の取次手数料

（10％）を差し引いた額が翌月はじめに指
定口座に振り込まれる。
　つくたべプロジェクトに参加している登
録生産者は５戸、常時利用している市内の
飲食店は４店舗である。加えて、市外の飲
食店や不定期の市内飲食店からの発注も数
店舗あるという。実証実験の時期に比べる
と参加経営体数は減っているが、受発注の
機会自体は季節性による変動こそあれ堅調
に推移している。

４　�生産者の取り組み　　　　　　　　　
～株式会社高梨農園～

　ここでは実証事業の頃より調達事業に参
加している株式会社高梨農園（以下「高梨
農園」という）の取り組みを紹介する。高
梨農園は千葉市郊外の3ヘクタール強の畑
に家族労働力３名と雇用者７名で多品目の
野菜を栽培している専業生産者で、法人化

図２　つくたべプロジェクトによる千葉地域産農産物の飲食店向け調達事業：概要図

登録生産者（５戸）  

ファーム・サポート社  

飲食店（登録４店）  

ピッキング  

ポイント  

①翌週の出荷 
計画の伝達：  
前週木曜6pmまで  

②翌週の販売品目 
情報の伝達：  
前週金曜まで  

③発注： 前週 

土曜昼まで  

④生産者への発注：  
前週土曜2pmまで  

⑤生産者から発送：  
月・木土曜 7pmまで  

⑥配送拠点から  
輸送：  
月・土曜の夜  

⑦飲食店へ配送：  
火・金曜午前  

資料：筆者作成



40野 菜 情 報 2018.5

（株式会社）も達成している。古くから多
様な顧客のニーズを把握しながら通常の流
通経路では入手しにくいマイナー品目も含
め100種以上の野菜を栽培しており、種
苗業者ともネットワークを構築している。
また、生産物は基本的に消費者・実需者に
直接販売しており、多様な販路を構築して
きた（写真１、２）。
　現在は、農園付設の直売所を経由したさ
まざまな販路での販売と、近隣の共同直売
所（２カ所）への出荷を並行して行ってい
る。付設直売所経由の売り上げは全体の６
割程度であるが、このうち、近年では個別
来店客への直接販売よりも同店を窓口とし
て展開する業務用販売の割合が増えてお
り、農園全体の売り上げの１割を超えてい
るという。業務用販売の具体的販路も多様
で、店舗に直接仕入れにやってくる仲卸商
（３社）および飲食店（10店程度）への販
売、宅配便を利用した首都圏の飲食店（５

店）への販売が行われている。
　業務用販売の中でも飲食店の占める割
合は高い。これも飲食店からのニッチな
要望に応えうる多様な野菜を栽培・供給
してきた実績があるからである。また
SNSを用いた栽培状況の情報発信もこま
めに行っている。
　代表の高梨豊氏は、自身の直売ルートを
多角化する一環として、つくたべプロジェ
クトによる飲食店向け農産物調達事業に関
心を持ち、実証事業の時期より参加してい
る。多様な販路の中で、つくたべプロジェ
クトの占める経済的シェアはまだ高くな
い。
　しかし高梨氏は以下の３点でこの調達事
業を評価しており、発注量の増加を期待し
ている。一つは自身が販売したい品目・数
量・価格について事前に「提案」でき、売
り手として主体的に販売に関われることで
ある。二つ目のメリットは荷姿を簡素化で

写真１　 高梨農園にて：　　　　　　　　
野菜の品質を確認する高梨代表

写真２　高梨農園の出荷前の野菜
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きることである。共同直売所への出荷も
行っている高梨農園にとって、小さな袋へ
のパッキングとシール添付の作業は一定の
負担になっている。しかしつくたべプロ
ジェクトの場合、パッケージングはかなり
簡素化されているので負担軽減になる。も
う一つのメリットは配送時間である。多様
な販路を持つ高梨農園では、午前中にどう
しても受発注作業が集中しがちである。し
かしつくたべプロジェクトの場合、配送期
限は夕方に設定されているため、荷造りお
よび配送作業を午後に行うことができ、作
業時間を分散できる点が評価されている。

５　�流通業者の取り組み　　　　　　　　
～（株）ファーム・サポート社～

　つくたべプロジェクトにおける野菜調達
事業にて配送を担っている（株）ファー
ム・サポート社は、千葉市地方卸売市場に
て営業する仲卸業者・株式会社さんひで
（以下「（株）さんひで」という）が出資し
た関連会社である。自社が調達した野菜を
顧客の小売店や飲食店などに配送する産直

事業を担っている（写真３）。
　（株）さんひでは、近隣の青果商への仲
卸販売を主たる業務としているが、個人経
営青果商の廃業が増えており、従来型の顧
客は減少している。そこで新たな顧客を開
拓するため、（株）ファーム・サポート社
を立ち上げた。近年では飲食店や病院・介
護施設の給食事業部への配送事業を拡大
し、約150の取引先を確保している。青
果商に比べると、飲食店・給食事業への配
送は、総じて発注ロットは小さく、業態ご
とに発注の傾向も異なるため、楽な業務で
はない。それでも取引先数は拡大傾向にあ
り、今後成長しうる事業分野と認識してい
る。
　特に産地・生産者からの直送をセールス
ポイントにしている（株）ファーム・サ
ポート社にとって、つくたべプロジェクト
の調達事業は、作り手のわかる地産地消産
品を供給できること、買い手側の飲食店も
その点を評価しているため相対的に高い価
格での取引が実現できることにメリットが
ある。親会社である（株）さんひでが確立
した配送ルートを共有できる点も強みとい

写真３　（株）ファーム・サポート社も利用する（株）さんひでの配送スペース
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える。ただし現時点での１店舗からの１回
当たり発注ロットは５～６品目、２～
3000円程度であり、まだ拡大の余地はあ
ると配送業務担当者の野瀬氏は考えてい
る。
　日常的に集荷と小分けの業務を担ってい
る野瀬氏が指摘する今後の課題は主に二点
ある。一つは個性ある品目の追加である。
高梨農園のように飲食店も注目するような
ユニークな品目や、マイナーだが使ってみ
たくなるような品目を提案し、実際に栽
培・出荷できるよう、登録生産者の増加と
レベルアップが求められている。もう一点
は季節性の克服である。地産地消をうたう
以上、ある程度の季節性（による出荷期間
の制約）は避けられないだろう。しかし飲
食店は、総じて需要量の多い定番品目につ
いては長期間の安定出荷を希望するとい
う。千葉市の野菜生産は、露地栽培が多い
ため、出荷期間が限定されているという指
摘もあり、改善の余地はあるだろう。

６　�飲食店の取り組み　　　　　　　　　
～今

こんにちわ

日和幕張ベイタウン店～

　千葉市に本社を構える株式会社レプコ
（以下「（株）レプコ」という）は、千葉県
内にレストランやカフェ、惣菜店を展開す
る企業である。同社が５店舗展開している
パスタレストラン「今日和」の幕張ベイタ
ウン店は、JR海浜幕張駅からほど近い新
しい住宅地域に2011年にオープンした。
　（株）レプコの各店舗では、食材の仕入
れは基本的に店舗の裁量でなされている。
幕張ベイタウン店長の篠崎氏は、同店に赴
任して以来、千葉産の食材を生かしたメ
ニューづくりに力を入れてきたが、実際に

千葉市産の野菜をどのように仕入れたらよ
いのか戸惑っていた。ちょうどその頃につ
くたべプロジェクトのことを知り、2017
年より（株）ファーム・サポート社を通じ
てこの調達システムを利用するようになっ
た。
　発注表（生産者からの提案をまとめた
表）は（株）ファーム・サポート社から
ファックスで届けられる。発注表には品目・
数量だけでなく、生産者名も記載されてい
る。出自が明確である点を篠崎氏は評価し
ている。実際、先述した高梨農園産の野菜
を注文する機会が多いという。また小口で
も発注できる点や、熱心な生産者が新しい
野菜や季節感のある野菜を提案することも
あるので刺激になることも評価している。
発注ロットについては、飲食店にとっての
定番野菜であるトマト、レタスやねぎにつ
いてはより多く注文したいと思っている
が、ロスは避けたいので、全体としては小
口注文になりやすいとのことである。また、
店舗としては千葉市産野菜だけでなく一般
的な野菜ももちろん必要であるが、（株）
ファーム・サポート社の親会社である（株）
さんひでに発注すれば同じタイミングで配
送してもらえる点も便利だという。
　仕入れた千葉市産野菜は、通常のメ
ニューに用いるだけでなく、地場産の材料
を強調したローカルメニューにも使用され
る。ローカルメニューは店舗内の黒板に掲
示され、定期的に入れ替えを行う。価格設
定はやや高めだが、利用客からは好評であ
る。例えばサラダの場合、通常メニューの
サラダと地場産野菜を使った温サラダを同
時に提供すると、温サラダの注文の方が多
くなるという（写真４、５）。
　今後の希望として、篠崎氏は登録生産者



43野菜情報 2018.5

との交流を挙げている。篠崎氏自身も農村
風景の残る千葉県鴨川市の出身で、農業が
身近に感じられる環境で育った経験を持
つ。現在、発注表から生産者は特定できる
が、実際に農園を訪問して栽培の様子を見
聞したことはない。それだけに実際の栽培
や出荷の様子を見聞できれば、産品への愛
着も増すであろうし、農園での実地体験か
ら次のメニュー開発につながる刺激を得ら
れるのではと期待している。もう一点の要
望は有機ないし環境保全型農産物の取りそ
ろえである。こうした農産物をまとまって
調達できる販路は、今なお限られている。
小ロットでも利用でき、しかも生産者に信
頼の持てるつくたべ調達システムから発注
できれば、オーガニックメニューにもトラ
イしたいと考えている。

７　まとめ～さらなる発展に向けて～

　先述したが、飲食店を対象に地場野菜を
販売する取り組みは、これまでも個別には

展開している。しかしその多くは、個別生
産者と飲食店の２者間関係を前提とした取
引、またはその組み合わせ（１飲食店が複
数の生産者から仕入れる場合）であり、生
産者、飲食店側双方が一定のまとまり・グ
ループを作ったうえで、両サイドがそろっ
て調達システムを構築しようとする千葉市
の取り組みは、全国的にみても珍しい取り
組みと思われる。
　つくたべプロジェクトによる調達事業シ
ステムは、補助金も活用した実証事業から
独立した事業となって１年ほどであり、そ
の規模も決して大きくない。しかし参加者
からは、さらなる課題や要望を指摘されな
がらも、一定の評価を得ている。今後もこ
のシステムを発展させるために、最後に生
産者・供給側の視点から取り組むべき課題
を整理しておこう。
　まずはロットの問題である。小ロットで
発注できるシステムは、発注する飲食店側
から評価されている。時期に応じて多様な
食材を用いる飲食店のニーズに合ったシス

写真４　 今日和幕張ベイタウン店のカウンター
　　　　（中央の黒板にローカルメニュー記載あり）

写真５　ローカルメニュー
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テムと言えよう。その一方で、どの店舗で
も一定量を利用する定番野菜については、
さらなる出荷が求められている。（株）
ファーム・サポート社は親会社である（株）
さんひでの集荷ルートも活用してある程度
対応しているが、千葉市産野菜の販売拡大
のためには、こうした定番野菜もつくたべ
調達システム上に提案できるよう、生産者
側の登録者を増やす必要があるだろう。生
産者が同システムに対して感じている荷造
りの容易さや夕方発送の利点は、市内です
でに飲食店向けに個別配送している野菜生
産者にとってもメリットとして理解されや
すいと思われる。同業者間の情報交換を密
にし、登録する仲間を広げていく努力が必
要と思われる。
　次に、出荷ロットとも関連するが品ぞろ
えの問題である。飲食店側が求めているの
は、定番野菜が継続的に提案され、さらに
季節物や個性的な新野菜・新品目が随時提
案されるような発注表である。定番野菜は
一定のロットを求められる一方、個性的な
野菜はそれほど多くを必要とはしないと思
われる。品目の多様性を確保しつつ最適
ロットも追及しなければならない難しい課

題であるが、品目については、千葉市には
多品目栽培を実践する篤農的生産者は少な
からず存在しているし、新しいことに意欲
的な若い生産者も存在するので、これも登
録者を増やすことで改善することは可能で
あろう。
　最後に指摘しなければならない課題は、
飲食店を想定したマッチングないし交流の
機会の提供である。現行のシステムでは、
飲食店側は生産者の識別や産品に対するミ
ニマムな情報は把握できるが、生産者から
は自身の産品がどこで利用されているかを
把握できない。また飲食店側も、あくまで
も生産者情報を発注表やプロジェクト関連
のホームページから間接的に把握している
ものの、直接交流した経験を持っているわ
けではない。しかし一部の登録飲食店は、
これまでも主体的につくたべプロジェクト
で実施されたイベントに参加したり、自ら
農園を訪問することで、生産者との間によ
りダイレクトな関係を構築している。こう
した先行的な取り組みをより多くの登録者
間で共有できるよう、つくたべプロジェク
トの現行交流イベントに飲食店が関わる機
会を用意することが求められる。




